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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第56期 

第１四半期 
累計期間 

第57期 
第１四半期 
累計期間 

第56期 

会計期間 
自平成26年４月１日 
至平成26年６月30日 

自平成27年４月１日 
至平成27年６月30日 

自平成26年４月１日 
至平成27年３月31日 

売上高 （千円） 934,043 957,941 3,782,860 

経常利益 （千円） 28,348 33,798 78,840 

四半期（当期）純利益 （千円） 28,294 32,199 101,495 

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － － 

資本金 （千円） 376,800 376,800 376,800 

発行済株式総数 （千株） 6,000 6,000 6,000 

純資産額 （千円） 1,389,202 1,481,821 1,456,849 

総資産額 （千円） 3,232,449 3,244,033 3,261,745 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額 
（円） 4.72 5.37 16.92 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

１株当たり配当額 （円） － － 3 

自己資本比率 （％） 43.0 45.7 44.7 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、当社には関連会社が存在しないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

 当第１四半期累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

２【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

（1）業績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、大企業を中心に業況感が堅調に改善してまいりました。加え

て、2015年度の設備投資計画が大きく上方修正されるなど、企業の投資意欲も高まってきております。一方

で、中国経済の減速など海外経済の先行き、国内の人手不足など、景気の先行きに不透明感が残る状況にあり

ます。 

このような状況下におきまして、当社は、引き続き、新規拡販に向けた新規大手顧客開拓、エリアセールス

強化による既存顧客深耕、協力会社との連携による顧客開拓促進、商品バリエーション充実、生産体制の最適

化及び生産効率の向上による競争力強化等に取り組んでおります。 

この結果、当第１四半期累計期間の業績は、売上高は957百万円（前年同四半期比2.6％増）、営業利益は32

百万円（前年同四半期比18.2％増）、経常利益は33百万円（前年同四半期比19.2％増）、四半期純利益は32百

万円（前年同四半期比13.8％増）となりました。 

（2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

（3）研究開発活動

当第１四半期累計期間における研究開発活動の金額は、15百万円であります。 

なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（千株）

普通株式 20,000

計 20,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（千株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（千株）
（平成27年８月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,000 6,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数100株

計 6,000 6,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

  該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（千株）

発行済株式総
数残高

（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年４月１日～ 

平成27年６月30日
－ 6,000 － 376,800 － 195,260

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,999,200 59,992 －

単元未満株式 普通株式    800 － －

発行済株式総数 6,000,000 － －

総株主の議決権 － 59,992 －

（注）「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が500株含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数５個が含まれております。 

なお、単元未満株式に自己株式60株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

63号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期財務諸

表について新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

 

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成27年３月31日) 
当第１四半期会計期間 
(平成27年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 167,056 290,157 

グループ預け金 436,558 436,808 

受取手形及び売掛金 740,144 629,186 

商品及び製品 72,420 78,418 

仕掛品 7,974 5,033 

原材料 94,427 93,859 

その他 79,592 73,576 

貸倒引当金 △283 △296 

流動資産合計 1,597,891 1,606,744 

固定資産    

有形固定資産    

建物 1,592,715 1,592,715 

減価償却累計額 △1,126,077 △1,132,960 

建物（純額） 466,638 459,754 

構築物 115,188 115,188 

減価償却累計額 △91,243 △91,518 

構築物（純額） 23,944 23,669 

機械及び装置 1,763,919 1,768,239 

減価償却累計額 △1,583,325 △1,590,761 

機械及び装置（純額） 180,593 177,477 

車両運搬具 4,115 4,115 

減価償却累計額 △4,115 △4,115 

車両運搬具（純額） 0 0 

工具、器具及び備品 328,197 328,497 

減価償却累計額 △299,441 △301,590 

工具、器具及び備品（純額） 28,756 26,907 

土地 881,366 881,366 

建設仮勘定 3,325 － 

有形固定資産合計 1,584,623 1,569,175 

無形固定資産    

ソフトウエア 41,856 39,736 

その他 2,694 2,684 

無形固定資産合計 44,551 42,421 

投資その他の資産    

投資有価証券 23,398 25,255 

その他 11,985 1,174 

貸倒引当金 △704 △737 

投資その他の資産合計 34,678 25,692 

固定資産合計 1,663,853 1,637,289 

資産合計 3,261,745 3,244,033 
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    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成27年３月31日) 
当第１四半期会計期間 
(平成27年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 824,574 794,256 

未払法人税等 3,713 4,401 

賞与引当金 30,366 － 

役員賞与引当金 － 1,472 

その他 165,770 178,233 

流動負債合計 1,024,424 978,364 

固定負債    

繰延税金負債 236,196 235,938 

退職給付引当金 499,055 509,492 

役員退職慰労引当金 19,582 13,975 

資産除去債務 1,786 1,791 

その他 23,851 22,650 

固定負債合計 780,471 783,847 

負債合計 1,804,896 1,762,211 

純資産の部    

株主資本    

資本金 376,800 376,800 

資本剰余金 195,260 195,260 

利益剰余金 882,324 905,524 

自己株式 △29 △29 

株主資本合計 1,454,354 1,477,554 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 2,494 4,267 

評価・換算差額等合計 2,494 4,267 

純資産合計 1,456,849 1,481,821 

負債純資産合計 3,261,745 3,244,033 
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年６月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

売上高 934,043 957,941 

売上原価 704,622 724,776 

売上総利益 229,421 233,165 

販売費及び一般管理費 201,840 200,551 

営業利益 27,580 32,613 

営業外収益    

受取利息 194 250 

受取配当金 139 140 

受取手数料 280 271 

為替差益 － 1,016 

その他 461 89 

営業外収益合計 1,076 1,767 

営業外費用    

保険解約損 － 536 

為替差損 156 － 

その他 151 45 

営業外費用合計 307 581 

経常利益 28,348 33,798 

税引前四半期純利益 28,348 33,798 

法人税、住民税及び事業税 392 1,958 

法人税等調整額 △338 △360 

法人税等合計 54 1,598 

四半期純利益 28,294 32,199 
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【注記事項】

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計

期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおり

であります。

 
前第１四半期累計期間

（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

減価償却費 18,408千円 19,628千円

のれんの償却額 － －

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年６月30日）

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年４月28日 

取締役会
普通株式 8,999 1.5 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年６月30日）

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月９日 

取締役会
普通株式 8,999 1.5 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は、単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間

（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 4円72銭 ５円37銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（千円） 28,294 32,199

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 28,294 32,199

普通株式の期中平均株式数（千株） 5,999 5,999

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

２【その他】

 平成27年６月９日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

(イ）配当金の総額……………………8,999千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………１円50銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成27年６月29日

 （注） 平成27年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年８月11日

国際チャート株式会社 

取締役会 御中 

 

新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 石 川 達 仁   印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 南 山 智 昭   印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている国際チャート

株式会社の平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの第５７期事業年度の第１四半期会計期間（平成２７年４

月１日から平成２７年６月３０日まで）及び第１四半期累計期間（平成２７年４月１日から平成２７年６月３０日まで）

に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、国際チャート株式会社の平成２７年６月３０日現在の財政状態及び同日をもっ

て終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。 

 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 


